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法　　　　住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律（平成１９年法律第１１２号）
合同規則　国土交通省・厚生労働省関係住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律施行規則（平成２９年厚生労働省・国土交通省令第１号）


様式第１号
　　年　　月　　日

愛知県知事　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者
法人の住所
法人の名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名


住宅確保要配慮者居住支援法人指定申請書

　住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律（平成１９年法律第１１２号）第５９条第１項の規定に基づく住宅確保要配慮者居住支援法人として指定を受けたいので、関係書類を添えて申請します。

記

１　支援業務の種別

２　主たる事務所の名称及び所在地

３　支援業務を行おうとする事務所の名称及び所在地

４　役員の氏名

５　支援業務以外の業務を行うときは、その業務の内容

６　支援業務を開始しようとする年月日

７　支援業務に関する問合せを受けるための連絡先



様式第２号
　　年　　月　　日

愛知県知事　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者
法人の住所（主たる事務所の住所地）

法人の名称

　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名

誓　約　書

私は、別紙に記載する者が以下の各号のいずれにも該当しないことを誓約します。
この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、住宅確保要配慮者居住支援法人指定の取消しとなっても、異議は一切申し立てません。

記

一　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７　号。以下「暴対法」という。）第２条第６号に規定する暴力団員又は同号に掲げる暴力団員でなくなった日から五年を経過しない者（ 以下「暴力団員等」という。）
二　暴対法第２条第２号に規定する暴力団の威力若しくは暴力団員等又は暴力団員等が経営若しくは運営に実質的に関与している法人等を利用するなどしている場合。
三　暴力団員等又は暴力団員等が経営若しくは運営に実質的に関与している法人等に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど暴力団の維持運営に協力し、又は関与している場合。
四　暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有している場合。
五　前各号いずれかに該当する法人等であることを知りながら、これを利用するなどしている場合。
六　精神の機能の障害により支援業務を適正に行うに当たって必要な認知、　判断及び意思疎通を適切に行うことができない者
七　破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者。
八　拘禁刑以上の刑に処せられ、その刑の執行を終わり、又は刑の執行を受けることがなくなった日から起算して二年を経過しない者。
九　債権の取立てに当たり、貸金業法（昭和５８年法律第３２号）第二十一条第一項（同法第二十四条第二項、第二十四条の二第二項、第二十四条の三第二項、第二十四条の四第二項、第二十四条の五第二項及び第二十四条の六において準用する場合を含む。）の規定に違反し、若しくは刑法（ 明治４０年法律第４５号）若しくは暴力行為等処罰に関する法律（大正１５年法律第
６０号）の罪を犯し、罰金の刑に処せられ、その刑の執行を終わり、又は刑の執行を受けることがなくなった日から五年を経過しない者。
十　法第５０条第１項の規定により指定を取り消され、その取消しの日から二年を経過しない者。（当該取消しの日前３０日以内に当該法人の役員であった者で当該取消しの日から二年を経過しない者を含む。）
十一　営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者でその法定代理人（法定代理人が法人である場合においては、その役員を含む）が上記各項目に該当する場合。


（誓約書別紙）

登録申請者（法人）
	(ふりがな)
	生年月日
	性別
	住所

	代表者氏名
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	



	(ふりがな)
	生年月日
	性別
	住所

	役員氏名
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	






様式第３号
　　年　　月　　日

愛知県知事　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者
法人の住所（主たる事務所の住所地）

法人の名称

　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名

誓　約　書

私は、住宅確保要配慮者居住支援法人の指定の申請にあたり、下記に掲げる事項について誓約します。
なお、この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、住宅確保要配慮者居住支援法人指定の取消しとなっても、異議は一切申し立てません。

記
１　特定の者につき不当に差別的な取扱いを行わないこと。
２　住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律（平成１９年法律第１１２号）第４条に規定する基本方針並びに県及び活動対象市町村が行っている諸施策に反する活動を行わないこと。
３　法令等遵守のため、必要な組織体制及び内部規則等を適切に整備すること。

